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序　　　　　文

アルゼンチン共和国は広大な国土及び鉱物資源賦存の可能性の高い地質環境を有しているが、探

査・開発が十分に進んでおらず、いまだ鉱物資源の産出量は少ない。その一因として鉱物資源の

探査・開発に必要となる基礎的地質情報が整備されていないことがあげられており、効率的にこ

れらの情報の整備を進めていくことが重要であります。

そのため、アルゼンチン共和国政府は、鉱業庁傘下の地質・鉱業調査所（SEGEMAR）において、

1993年より「国家地質・テーマ図作成プログラム」を実施中であり、効率的にこれらの地図作成

作業を進めていくために、人工衛星画像解析（リモートセンシング）を活用すべく、1994年にリ

モートセンシング・地理情報システム部を設置しました。しかしながら、人材及び設備の不足が

制約要因となり、十分な成果を挙げられない状況にありました。

かかる背景の下、アルゼンチン共和国政府は、先進的な衛星データ処理・解析技術、及びその

ために必要な機器・ソフトウェアを導入することにより、地質マッピング作業を効率化すること

を目的とし、プロジェクト方式技術協力を我が国政府に要請しました。

この要請を受け、国際協力機構（JICA）は 2001年 3月から 2005年 3月までの 4年の計画で本プ

ロジェクトを開始しました。

本プロジェクトの終了を 5か月後に控えた時点において、プロジェクトの実績、目標達成度を

確認し、今後の協力方針について協議することを目的に終了時評価調査団を派遣しました。

本報告書は同調査の協議結果を取りまとめたものです。ここに本調査団の派遣に関して、ご協

力頂いた日本・アルゼンチン両国の関係各位に対し、深甚な謝意を表すとともに、あわせて今後

の継続的なご支援をお願いする次第です。

2004年 11月

独立行政法人国際協力機構

経済開発部　部長　佐々木　弘世



写　真

プロジェクトで作成された地質図及びポスター

カウンターパートによる活動報告 ミニッツ署名式



アルゼンチンは鉱物資源賦存の可能性が高く、政府は経済復興の核に鉱業の促進を置い
ている。しかしながら、鉱物の探査・開発に必要な基礎的地質情報が整備されていない。
このため、アルゼンチン政府は SEGEMARにおいて、「国家地質・テーマ別地図作成プログ
ラム」を実施中であり、これらを効率的に行うため、リモートセンシングを活用しているが、
人材・および設備の不足が制約条件となり十分な成果が上らない状況にあった。かかる背
景の下、アルゼンチン政府は、先進的な衛星データ処理・解析技術およびそのために必要
な機器・ソフトウェアを導入することにより、地質マッピング作業を効率化することを目
的とし、我が国政府に技術協力を要請した。同国の要請に基づき、2000年 6月、8月及び
11月の 3次にわたる短期調査、および 2000年 12月の実施協議調査を経て、2000年 R/D署
名交換をした。これを受け JICAは 2001年 3月より 4年間の予定で本プロジェクトを実施し
ている。

a．プロジェクト A

（1）上位目標
IGRM 2（地質・鉱物資源研究所）によって、資源探査のための地質図・テーマ図 3が

整備される。
（2）プロジェクト目標

IGRMが鉱物資源探査のための地質図・テーマ図を作成するのに ASTER4、PALSAR5

などの先進的衛星データを利用できる。
（3）成果

1．IGRMにおいて衛星データ活用体制が確立されている。
2．衛星データ活用に必要な機材、衛星データが適切に利用、維持管理されている
3．IGRM の地質技師が、鉱物資源探査のための地質図・テーマ図作成に際して ASTER、

PALSAR等の先進的衛星データを利用するために必要な技術を習得している。
4．セミナー・ワークショップ、学会・雑誌等へ発表を通じ、リモートセンシングデー
タの有用性が関係者やユーザーに理解される。

協力期間 

分野：鉱業

（R / D）： 2001.3.1 - 2005.2.28

（延長）：　－－

（F / U）：　－－

（E / N）（無償）－－

所轄部署：経済開発部第 2 グループ資源・
省エネルギーチーム 

1．案件の概要

援助形態：技術協力プロジェクト

国名：アルゼンチン共和国 案件名：先進的地質リモートセンシング1

協力金額（評価時点）：約 3.5億円（評価時点）

日本側協力機関：国際協力機構（ JICA）

先方関係機関：アルゼンチン地質・鉱業調査所 
（SEGEMAR）

評価調査結果要約表 

1－1　協力の背景と概要

1－2　協力内容



（4）投入（評価時点実績）
日本側：   4名 機材供与 91,500千円
長期専門家 22名 研修員受入 9名
相手国側：

カウンターパート配置：フルタイム　6名
パートタイム 42名

土地・施設提供： 執務室・機材室・インターネット等 
 ローカルコスト負担：341,500ペソ
その他 ―

b. プロジェクト B
（1）上位目標

IGRMによって環境保護、防災のためのテーマ図が作成される。
（2）プロジェクト目標

IGRMが環境・ハザードマップ作成に際して、ASTER、PALSARなどの先進的リモー
トセンシングデータをどのように利用できるかを理解している。

（3）成果
1．IGRMにおいて衛星データ活用体制が確立される。
2．衛星データ活用に必要な機材、先進的衛星データが適切に利用、維持管理される。
3．IGRMの地質技師が環境・ハザードマップ作成に際して、ASTER、PALSAR デー
タをどのように利用できるかを理解している。

（4）投入
1－ 2協力内容　参照

2．評価調査団の概要

調査期間 評価種類：終了時評価 2004年 9月 23日～ 2004年 10月 9日

調査者（担当分野：氏名：職位） 

団長 升本　潔 
 国際協力機構　経済開発部第二グループ資源･省エネルギーチーム

チーム長 

リモートセンシング技術 加藤　雅胤 
 財団法人　資源・環境観測解析センター調査研究部　次長 

運営管理 池原　いつか 
 国際協力機構　経済開発部第二グループ資源 ･ 省エネルギーチーム 

評価分析 熊谷　研一 
 株式会社インダストリアルサービス・インターナショナル 
 国際協力部　技術担当部長 



3－ 1　実績の確認
・ローカルコストを除けば計画通りの投入がなされた。ただし、ローカルコストの不足に
よりプロジェクトが大きな影響を受けることはなかった。

・計画された活動はほぼ総て実施される（打上げが延期されている PALSARの技術移転を
除く）。

・衛星データの活用体制は確立し、C/Pは地質図やテーマ図作成のためにそれら衛星データ
（衛星打上げの延期により入手できなかった PALSARデータを除く）の活用法を理解して
いることから、成果は達成される見込みである。

・移転された技術をもとに、地質図、テーマ図が既に作成されており、プロジェクト目標
は達成される見込みである。

・実施プロセスはほぼ良好であった。（2001－ 2002年の経済危機を除く） 

3－ 2　評価結果の要約
（1）妥当性
［プロジェクト A：鉱物資源探査分野］
プロジェクトは妥当性を有している。鉱業を国の主要産業とするという国家戦略は

プロジェクト開始後 4年を経た今日においても変らず、今後推進される経済復興の一
翼としてとらえられる鉱業の振興はむしろ重要性を増している。この国家戦略に則っ
た「国家地質・テーマ図作成」は鉱物探査開発に不可欠であり、その作図の精度・効
率性を高めるため、現在技術移転中の日本が開発した ASTERデータ活用による先進的
地質リモートセンシングは妥当である。 
［プロジェクト B：環境・防災分野］
プロジェクトは妥当性を有している。鉱業環境法の強化が国会で検討されているなど、

環境政策は強化されてきている。こうした状況において、テーマ図はモニタリングの
有効な一手段として期待され、また、社会的ニーズも高まっている。このために多方
面で ASTERデータを用いた解析やテーマ図の作成が期待されている。

（2）有効性
プロジェクトの有効性は高い。プロジェクトの運用体制は確立され、提供された機

材の適切な利用管理を通じ、C/Pは ASTERデータの解析、イメージ画像の作成、現地
調査、作図作業等の個々の業務に関する技術を習得した。C/P の技術習得度は作図作業
に十分対応できるレベルに達しており、プロジェクト目標の達成に貢献している。また、
ASTERデータの有用性の普及・啓発のためのセミナー、ワークショップを積極的に展
開することで、C/P自身も ASTERデータの利用に関する理解を深めた。さらには、鉱
山会社、探鉱会社等から画像発注がなされるなど、外部ユーザーへの普及・啓発はス
ーパーゴールの達成にも貢献している。

3．評価結果の概要 

3．評価結果の概要 



（3）効率性
プロジェクトの効率性は高い。配置された C/P、専門家の投入のタイミングは適切で、
その資質は秀でており、真摯にプロジェクトの課題に取組んだ。また、供与された機
材はプロジェクトの運営に適切な質･量であり、ほとんどがプロジェクトにおいて活用
されている。これらが成果の達成に貢献している。ただしプロジェクト初期において
はパソコンの入荷遅れ、インターネットの設置遅れ等、タイミング上の問題を生じた。
また、2002年まではアルゼンチンの経済危機に起因する、ローカルコスト上の困難が
あり、出張のための予算が不足したため、C/Pの現地踏査の実施が遅れるといった影響
がでたが、こうした問題は現在では解消されている。

（4）インパクト
正のインパクトは極めて大きいといえる。鉱物資源開発、石油開発、環境、森林と

いった多くの分野において ASTERデータの利用に関心がもたれ、画像の注文を受ける
ようになってきた。また、カナダ地質調査所がアンデス地域国家の地球科学研究を支
援する MAP-GACにおいて ASTERデータを使用する方針が出されたようにインパクト
は近隣諸国にまで及んでいる。プロジェクト終了までに 10万の 1の地質図 8枚及び、
鉱床生成図 2枚の作成が完了する見込みであり、プロジェクトの上位目標は達成され
る見込みである。

（5）自立発展性
自立発展性はプロジェクトの財政基盤が強化されれば高い。
すでに上位目標達成に向けて活動は展開されている。また、アルゼンチンにおける

新規鉱物探査活動も今後活発化する期待も持て、探鉱活動の省力化のためにも先進的
リモートセンシング等を活用した地質図やテーマ図に対するユーザーの要求は高い。
環境や防災のモニタリングに ASTERデータの活用に対するユーザーの期待も大きい。
C/Pは本プロジェクトの実施により ASTER衛星データ画像の処理方法を習得している
ことから、外部ユーザーからのこうしたニーズに対応することが可能であり、既に外
部注文に対する料金体系を確立しており、そこから得られた収入を事業実施経費に充
当している。現在の状況が好転してきていることは確かではあるが、プロジェクト終
了後、事業を運営するのに十分な資金がアルゼンチン政府より手当てされるかについ
ては、今後の見通しが立てにくい。

（1）計画内容に関すること
提供された ASTERデータが最新の技術であり、かつ、精度の高さが実作業を通じて

実証されたこと。
（2）実施プロセスに関すること

技術移転は作図作業という C/Pの日常業務を通して実施されたため、C/Pが具体的な
目標達成に専念できたこと。

3－3　効果発現に貢献した要因



（1）計画内容に関すること
特になし。

（2）実施プロセスに関すること
プロジェクトの初期において以下のような問題が生じたが、これらの問題は評価時

には解消されていた。
・2002年までアルゼンチンの経済危機・ペソ安により、ドル払い資機材の購入やロー
カルコストの支払いが困難になり、現地調査の開始が遅れる等の悪影響を生じた。
・プロジェクト開始時、日本で調達したパソコンの入荷遅れにより、活動に遅れを生
じ、一部活動の見直しが行われた。インターネットの設置遅れ、不備により、デー
タの入手等に若干の問題を生じた。

3－ 5　結　論
C/Pは終了評価時点で既に衛星データを利用して、既存地図より精度の高い地質図及びテー

マ図を作成していることから、プロジェクト目標は達成される。また国内外のユーザーに
大きな波状効果を及ぼすことができた。自立発展のための長期計画も策定され、すでに上
位目標達成に向けて大きく前進している。このプロジェクトの自立発展性のために残され
た課題は政府から支給されるプロジェクト活動維持強化のための財源確保である。

3－ 6　提　言
プロジェクトの自立発展性を堅固なものにするために、以下の点につき提言を行った。
（1）現在行なわれている自主財源創生のための外部ユーザーに対する衛星データ画像処
理サービス強化に加え、天然資源（鉱物、石油、地下水、森林、土壌、他）探査分野
におよび環境防災分野での先進的リモートセンシングの有効性をアルゼンチン政府に
さらにアピールし、財源確保に努めること。また、SEGEMARは鉱物・石油・地下水・
森林・土壌・その他の分野において関係する他の省庁や州と緊密な協力のもとに、リモー
トセンシングの作業グループを画像処理・解釈・研修の先進的拠点センターとして強
化すること。

（2）C/Pは日本の専門家から技術交流・助言が得られるように連絡を取り合い、研鑽を積
むこと。

（3）プロジェクト終了後、JICAアルゼンチン事務所へ継続的に SEGEMARの最新の状況
を連絡し、必要があれば支援を要請すること。

3－ 7　教　訓
C/Pは移転された技術を SEGEMAR幹部の予想以上に習得した。これは C/Pが日常業務と

して数枚の地図を作成するという定量的な目標に専念できたためである。C/Pの日常業務
で生じた問題に対し専門家が実践的な解決法や助言を与えるといった方法は、効率的な技
術移転の好例として注目すべきである。

3－4　問題点および問題を惹起した要因 



注釈：

1.リモートセンシング

航空機や人工衛星などのプラットフォームに搭載されたセンサから地表にある物体や空間、流体などのさまざ

まな現象を電磁波の特性を利用して、広い範囲にわたって直接触れずに調査する方法の総称。

2.IGRM

IGRM は SEGEMAR 内にある研究所のうちの一つで、リモートセンシング・GIS部、広域地質部、環境・応用

地質部、資源地質部、地方支所調整部から成る。

3.テーマ図

鉱床生成図やハザードマップ等を指す。

4.ASTER（Advanced Spaceborne Thermal Emission and Refelction Radiometer）

アメリカ航空宇宙局（NASA）と経済産業省との共同プロジェクトにより開発された資源探査用のセンサ。高空

間分解能など、従来のセンサと比較し、優れた特徴を有している。

5.PALSAR（Phased Array type L-band Synthetic Aperture Radar）

マルチ偏波モードなど、より高度化された観測技術によって、資源探査をはじめ、地球環境状況の把握、災害

状況の把握等において大きな貢献をすることが期待されている。
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─ 1 ─

第 1 章　終了時評価調査の概要

1 － 1　終了時評価調査の目的

本調査団は、プロジェクト終了の 5 か月前にあたる時点において、プロジェクト活動の進捗状

況・実施体制の確認、活動実績の整理ならびに問題点・要望等の調査を実施し、評価 5項目（効率

性、目標達成度、インパクト、妥当性、自立発展性）の観点から現行のプロジェクトを評価し、協

力期間終了後の方向性について提言を行うことを目的として派遣された。

1 － 2　団員構成

No. Name Job Title Occupation Period

1 升本潔
Mr. Kiyoshi

MASUMOTO

総括
 Leader

国際協力機構　経済開発部
第 2グループ資源・省エネ
ルギーチーム長
Team Director, Natural Re-
sources and Energy Con-
servation Team, GroupII,
Economic Development
Dept. JICA

28.Sep.-9.Oct.

2 加藤雅胤
Mr.Masatane
KATO

リモートセンシング技
術
Remote Sensing Tech-
nology

財団法人資源・環境観測解
析センター　調査研究部　
次長
Assistant General  Man-
ager,  Department of Re-
search and Development,
Ear th  Remote  Sens ing
Data Analysis Center

28.Sep.-9.Oct.

3 熊谷研一
Mr. Kenichi
KUMAGAI

評価分析
Evaluation Analysis

株式会社インダストリアル
サービス・インターナショ
ナル
General Manager,
International Cooperation
Department ,  Industr ia l
Services International Co.,
Ltd.

22.Sep.-9.Oct.

4 池原いつか
Ms. Itsuka
IKEHARA

運営管理
Project Management

国際協力機構　経済開発部
資源・省エネルギーチーム
Staff,　 Natural Resources
and Energy Conservation
Team, Group II, Economic
Development Dept. JICA

28.Sep.-9.Oct.
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1 － 3　調査日程

月日
行　　程

コンサルタント団員 団長・その他団員

9 / 22（水） 成田 （12：00 JL 006）→

9 / 23（木）
→ブエノスアイレス
（9：53 AA955）
プロジェクト打合せ

9 / 24（金） 評価作業

9 / 25（土） 評価資料作成

9 / 26（日） 評価資料作成

9 / 27（月） 評価作業

9 / 28（火） 評価作業 成田（12：00 JL 006）→

9 / 29（水）

団内打合せ
14：00～ JICAアルゼンチン事務所打合せ
15：00～在アルゼンチン日本国大使館表敬
16：00～外務省表敬

→ブエノスアイレス
（9：53  AA955）

9 / 30（木）
10：00～ SEGEMAR幹部ヒアリング
14：00～ IGRM局長ヒアリング

10 /  1（金） 10：00～ CPによるプレゼンテーション

10 /  2（土） MM案、評価報告書案作成

10 /  3（日） MM案、評価報告書案作成

10 /  4（月）
10：00～評価報告書案協議
15：00～専門家との打合せ
16：00～評価報告書案協議

10 /  5（火）
10：00～ MM案、評価報告書案協議
17：30～ JICAアルゼンチン事務所報告

10 /  6（水）
10：00～長期専門家との打合せ
11：30～合同評価会、MM署名
16：30～在アルゼンチン日本国大使館報告

10 /  7（木）
10：00～工業分野省プロジェクト見学
14：30～産業公害防止プロジェクト見学
ブエノスアイレス（18：05）→

10 /  8（金）

10 /  9（土） →成田（13：00）
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1 － 4　主要面談者

アルゼンチン地質調査所（SEGEMAR）

Eng. Jorge Mayoral Mining Secretary and President of SEGEMAR

Dr. Pedro Alcantara Project Director, Executive Secretary of SEGEMAR

Dr. Roberto F.N. Page Project Manager,  Director,  Geology and Mineral Resources

Institute （IGRM）

Dr. Graciela Marín Acting Director of Remote Sensing and GIS Division

Dr. José E. Mendía Director of Regional Geology Direction （DGR）

Dr. Antonio Lizuain Coordinator of Regional Geology Direction （DGR）

Dr.Eduardo O. Zappettini Di rec tor  o f  Geo log ica l  and  Min ing  Resources  Di rec t ion

（DRGM）

Dr. Omar R. Lapido Director of Environmental and Applied Geology Direction

（DGAA）

Dr. Carlos G. Asato Project Assistant, Manager of GIS

プロジェクト専門家

横川勝美 チーフアドバイザー

中島清治 地質リモートセンシング

賀来学 デジタル画像処理

山口浩二 調整員

JICAアルゼンチン事務所

高井正夫 所長

山本ファンカルロス

佐竹アルシデス

在アルゼンチン日本国大使館

高木博康 参事官
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第 2 章　評価の方法

2 － 1　評価の手法

（1）プロジェクト・ドキュメント、各種報告書等、既存の資料に基づき、調査項目、質問項目、

データ収集方法をまとめた「評価グリッド」（合同評価報告書 ANNEX2参照）を作成する。

（2）「評価グリッド」に基づいてカウンターパート、専門家、アルゼンチン側関係者にインタ

ビュー、質問表の配布を行い、関連情報を収集し、その結果を評価 5項目に従い、整理・分析

を行う。

（3）上記結果をアルゼンチン側と協議し、合同評価報告書として取り纏める。

2 － 2　評価設問

以下の点に留意し、終了時評価における評価設問を設定した。

プロジェクト Aに関しては、

（1）作成された図面に対する関係者の評価をもとに、その精度、有効性を調査する。

（2）中間評価時点において、アルゼンチン側の困難な財政状況に起因する自立発展性が懸念

されていたため、財政面での検討を含めたプロジェクト終了後の SEGEMARの活動計画をも

とに自立発展性を検討する。

（3）また、図面利用が促進されるためには、ユーザーの理解や、ユーザーとの連携が必要である

ため、ユーザーの先進的リモートセンシングデータに対する関心の広がり、正の波及効果を

調査する。

プロジェクト Bに関しては

（1）有効性の観点から、C/Pの理解度、また環境保全・防災への適用に関する SEGEMARおよ

び、ユーザーの評価を調査する。

（2）環境保全・防災のテーマ図のアルゼンチンにおけるニーズと優先度、および SEGEMARの

活動計画をもとに自立発展性を検討する。
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第 3 章　団長所見

3 － 1　概　要

本プロジェクトは 2001年 3月 1日から 4年間の予定で開始されたプロジェクトであり、今般、

R/Dに基づき約 5か月のプロジェクト期間を残して終了時評価を行った。本評価調査は C/Pやプ

ロジェクト専門家の積極的な協力もあり、非常に順調に進めることができた。

本プロジェクトは C/Pのレベルや関係者の意識も高く、技術移転の進捗状況も良好であり、ま

た施設・機材の維持管理にもほぼ問題がなく、全体的には順調なプロジェクトの進捗を確認する

ことができた。

3 － 2　終了時評価について

評価分析のコンサルタントが作成したドラフト案に基づき、調査団、プロジェクト専門家及び

アルゼンチン側関係者が真摯に議論を行いながら最終ドラフト案を作成し、その最終案を合同評

価委員会で承認した。基本的には順調に進んでいるプロジェクトであり、様々な成果も発現しつ

つあるなど、インパクトを中心に評価結果も良好であり、特に大きな問題・課題は指摘されなかっ

た。

本プロジェクトは、予定通り来年 2 月末をもって終了予定であるが、その後の持続性

（Sustainability）が現時点での最大の課題である。特に、機材の維持管理、更新、拡張、及びASTER

データの新規購入がアルゼンチン側でどの程度対応可能なのか、という点が主な課題として検討

された。

基本的には、外部に対する画像提供等のサービスによる収益、SEGEMARの組織としての安定

性、ASTERの有効性に対する認識の浸透もあり、今後、アルゼンチン政府予算の確保に尽力する

必要はあるものの、経済全体が回復軌道に乗っていることもあり、アルゼンチンサイドで十分対

応可能な範囲であると考えている。

3 － 3　成功要因の分析

これまでの調査結果からは、本プロジェクトは当初目的を達成しつつある、と評価するのが妥

当であると考えている。技術移転の進展状況やその活用度合い、C/Pの高いモチベーション、実施

機関幹部の本プロジェクトに対する積極的な支援、施設・機材の活用状況、他国や他機関からの

処理データに対するリクエストの拡大、等を踏まえると、今後の予算確保や C/Pの定着性に若干

の懸念を残すも、基本的には順調に進んでいるプロジェクトであるということができる。特に 1990

年代末から 2000年代初頭にかけての壊滅的とも言える経済危機を乗り越え、ほぼ予定通りの成果

をあげつつある現況に対し、より高い評価を与えても良いのかもしれない。
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この成功の要因としては、関係各位のご尽力に加え、評価報告書にも明示されているように、事

前にしっかりとコンセプトの擦り合わせが行われていたこと、対象となる技術の獲得が C/Pが本

来業務を実施する上で不可欠のものとして位置付けられていたこと、国家としての（経済的、社

会的、文化的、技術的）水準がかなり高く、C/Pや関係者のレベルも高い水準であったこと、日本

の最新技術の移転であり、かつそれに係るソフトウェアや支援体制が充実していたこと、本プロ

ジェクトの移転対象技術がアルゼンチン側実施機関のニーズにピッタリと嵌ったこと等があげら

れる。

3 － 4　今後の支援の可能性

今後、アルゼンチンに対する支援をどのように考えるのか、という本質的な議論はあると思わ

れるが、それを別にしても、これまで長期間にわたり協力を行ってきた IGRM/SEGEMARに対し

て、今後どのような支援が考えられるのか（あるいは考えられないのか）、在亜日本国大使館や

JICA事務所とも相談しながら検討していくことが必要である。

これまでかなりのスケールのインプットを実施しており、少なくとも当面は同規模のプロジェ

クトを SEGEMARに対して実施することは想定しがたい。一方で、これまで育ててきた SEGEMAR

を何らかの形で継続的に支援していくことは、これまでの支援をベースにより高いレベルの協力

を行うことができ、効率的な資金活用といった面からも有効であると考える。そのアイデアとし

ては、第三国研修の実施や環境・防災分野、特に PALSAR 技術活用に対する小規模協力の実施等

が考えられる。

ASTERデータ利用技術では、SEGEMAR は既に中南米の中では抜きん出ており、今後、中南米

の他の国に対する支援拠点として SEGEMARを位置付けることが効果的であると考える。その場

合、第三国研修の立ち上げが有効であろう。

PALSARについては、衛星打ち上げの遅延により、本プロジェクトではほとんど技術移転がで

きなかったのが現状である。本データは ASTERと補完的な関係にあり、PALSAR データが活用

可能になった段階で、追加的に PALSARデータの活用に絞った支援も考えられる。また、環境・

防災分野の技術移転は若干遅れ気味であり、本分野については C/P達も必ずしも技術習得レベル

に自信があるようではない。したがって、本分野での短期専門家派遣等による追加支援も検討に

値しよう。

SEGEMARに対しては、プロジェクト終了後の状況につき、適宜 JICA事務所に報告するように

提言を行った。どのような協力を行うにしても、まずは SEGEMARの自助努力の状況をモニター

しながら、自助努力ではどうしても対処できない重要な課題について、SEGEMARのニーズや受

け入れ能力を確りと確認した上で、追加支援の是非、その内容を検討することが必要である。
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3 － 5　まとめ

本プロジェクトは、少なくとも現段階では順調に効果を発現しつつあり、予定通り、5か月後に

終了することができると考えている。残りの期間の業務としては、これまでの技術移転のラップ

アップを図るとともに、プロジェクト目標の指標を確実にクリアすること、さらにプロジェクト

終了後の持続性をしっかり確保するように努めていくことが重要である。

いずれにしても、1999年～ 2002年の当国の未曾有の経済危機の混乱の中で、しっかりと本プ

ロジェクトを支え、今日の成果につなげた SEGEMAR及び関係者の努力に敬意を表したい。
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第 4 章　プロジェクト実績

4 － 1　 投　入

4－ 1－ 1　日本側

（1）専門家 （合同評価報告書 ANNEX3参照）

a．長期専門家

R/D（以下「当初計画」という）の通り、チーフアドバイザー 1名、調整員 1名、画像処

理 1名、地質リモートセンシング 1名（2003年に交代延 2名）がほぼ全期間にわたり配置

された。

b．短期専門家

当初計画通り 7つの分野（1．ASTERに関わるイントロダクション　2．DEMソフトウェ

アインストール　3．データ管理システムインストール　4．SARデータ利用　5．環境分析

6．ハザードエリア解析　7．ハイパースペクトルデータ利用）の研修に、平成 13 年度

（JFY2001）8名、平成 14 年度（JFY2002）6名、平成 15年度（JFY2003）8名＊、平成 16年

度（JFY2004）2名、合計 24 名が派遣された。

＊ 8名中 2 名は運営指導調査団で環境解析分野の専門家として派遣された。

（2）機材供与（合同評価報告書 ANNEX4参照）

当初計画通り、画像処理および地質リモートセンシングに必要な機材が供与された。

2004年 9月末現在までの供与金額を表 4－ 1に示す。

表 4－ 1

（3）C/P研修

当初計画において C/P研修は年間約 2名、期間は数週間から 2か月としていたが、平成 13

年度（JFY2001）2名、14年度 3名、15、16年度（JFY2004）各 2名、合計 9名に対して C/

P研修が実施された。研修期間は Directorクラス 6 名に対しては約 2週間、その他の C/Pに

対して約 2か月であった。

（4）その他

アルゼンチンの経済危機により、JYF2000には作図事業が遅延しないよう、一部の現地

調査費等を日本側が肩代わりした。

年度 計 

金額   

（単位：百万円） 

7 7 . 3 6 . 4 5 . 1 2 . 7 9 1 . 5

JFY2000 JFY2001 JFY2002 JFY2003 JFY2004 



─ 9 ─

4－ 1－ 2　アルゼンチン側

（1）C/P（合同評価報告書 ANNEX5参照）

表 4－ 2にコーディネーターと C/Pの配置を示す。C/Pの数は計画に比し増強されている。

表 4－ 2

（2）施設、設備

当初計画に基づき、機材室、SEGEMAR 現有機材、専門家執務室、国際電話線等が提供

された。

（3）ローカルコスト（合同評価報告書 ANNEX6参照）

当初計画、各年予算、実績を表 4－ 3に示す。

2001年は経済危機の影響で予算の半分以下の支出に留まった。2003年は予算の 9割程度

を負担できるように改善されている。

表 4－ 3

4 － 2　活動（合同評価報告書 ANNEX7 参照）

打ち上げが延期された ALOSに搭載予定であった PALSARに変え、SARの技術移転が行われ

た（SARデータを用いてインタフェロメトリ技術の移転を予定していたが、現在このデータ取得

を予定していた唯一の衛星の故障で継続的な入手が不可能になったため、SARについてはイント

ロダクションに止めざるを得なかった）他は、活動は当初計画通り行われ、すべて終了する見込

みである。

セミナーは 5回開催された。表 4－ 4にその内訳を示す。また、地方事務所を含む SEGEMAR

内部への普及を主とするワークショップがその都度開催された。その他、10の学会やシンポジウ

ムで ASTERデータの利用に関する報告を行っている。こうした活動はインパクトおよび自立発

展性のところで詳述するように国内に留まらず南米各国でも ASTERデータに対する関心を高め

 

107. 5 127. 5 147. 5 147. 5 147. 5 20. 0

 予算 107. 5 128. 0 187. 0 231. 0 232. 0 885. 5

 実績 39 . 0  53. 2 167. 0 82. 3  341. 5

 

 R/D 

CY2001 CY2002 CY2003 CY2004 CY2005 Total 

（千ペソ） 

2004 年   

Coordinator  Full-time 
C/P RS & GIS  DGR DRGM  DGAA 

Part-time  C/P 

R/D

4

4 4

6

3

4

20

20

8

10

4

8
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ている。ユーザーの希望で画像処理のトレーニング（セミナー）も行ってきている。これらのこと

から、「リモートセンシングデータの有用性」がユーザーや関係者に理解されているといえる。

表 4－ 4

  

 時期  

参加人数    

参加者の所属 

 （％）  

コンサルタント   

大学 

1st 2nd 3rd 4th 5th 

2001.10 2002.4 2002.10 2003.3 2003.11 

103 95 99 120 78

SEGEMAR 

他の官庁 
鉱山会社 

他（外国人含む） 

17

45

5

4

26

4

22

32

6

3

33

4

15

44

5

8

22

3

24

35

11

4

19

7

14

37

5

6

19

18
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第 5 章　分野別調査結果

5 － 1　鉱物資源探査分野における成果

5－ 1－ 1　背　景

本プロジェクトにて利用する ASTERデータは、資源探査用に開発されたセンサにより観測

されたデータであり、プロジェクトの目標である 8枚の地質図（縮尺は 1:100,000）と 2枚の鉱

床生成図（縮尺 1:250,000）作成を達成するためには最適な情報源となりうる。

なお、本プロジェクトにて使用する既存の基本図（地質図及び地形図）は、双方とも縮尺

1:250,000であり、縮尺 1:100,000の高精度の地質図を作成するために、ASTERの DEMデータ

による同縮尺の地形図作成、データ処理・解析による地質図作成が実施される。また、鉱床生

成図は既存の地質図に、ASTERデータ処理解析結果を付加し、改訂される。

5－ 1－ 2　調査項目

（1）当初の目標の地質図及び鉱床生成図に関して、ASTERデータ解析によりどの程度の精度

向上が図られているか。

（2）ASTERデータを使用した画像解析技術を C/Psが理解して、画像処理するとともに現地

調査による検証作業が行われているか。

5－ 1－ 3　調査結果

（1）調査項目（1）に関する調査結果は以下の通り。

1）地質図（GM1: Sierra de Aguilar地域、GM3: Cerro Abanico地域）

本調査にて入手したオリジナルの地質図（縮尺 1:250,000）と ASTERデータ解析結果を

付加した改訂版地質図（縮尺 1:100,000）とを比較した結果、詳細な断層の追加、岩相の細

分化、変質帯の付加等、地質図の精度向上が見受けられる。なお、ASTERデータの各種解

析結果は、現地検証調査により確認されている。

－詳細な断層は ASTERの詳細な地形情報（30m格子、標高精度は 15m未満（4点以上

の既知点により補正済み））を利用した地形解析や岩相区分により推定され、オリジナ

ルの地質図上の断層を修正するとともに新しく追加された。

－ 1種類の岩相に記載されていたものについて、岩質の違いが識別され、岩相の細分化

や岩相境界が修正された。

－鉱徴地は記載されていたが、鉱床探査に重要な変質帯の分布範囲が新たに図示された。

2）鉱床生成図（MM2: Maliman地域）
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本調査にて入手したオリジナルの鉱床生成図（変質帯の新規追加図示）と改訂版鉱床生

成図（プレゼン資料の手書きのもの：本地域西部の鉱床分布地域）とを比較した結果、地

質図と同様、断層の修正追加、岩相の変更・細分化、変質帯の付加等により、既知鉱床と

関連付けがなされ、鉱床生成図の精度向上が見受けられる。なお、地質図作成の場合と同

様に現地検証調査により確認されている。

－断層は、ASTERの詳細な地形情報（30m格子、標高精度は 15m未満）を利用した地

形解析や岩相区分により断層を推定し、オリジナルの地質図上の断層の位置を修正す

ると共に新しく追加された。

－ 1種類の岩相に記載されていたものについて、岩質の違いが識別され、岩相境界が修

正された。

－鉱徴地や鉱物種は記載されていたが、鉱床探査に重要な変質帯の分布範囲が新たに図

示され、鉱床との関連付けがなされた。

（2）調査項目（2）に関する調査結果は以下の通り。

C/Psのプレゼンテーションに対する質問で、データ処理時のパラメータ設定について確

認したところ、経験の違いから説明内容は多少異なるが、大筋は目的意識を持って設定し

ているとのことであった。従って、画像解析は大筋理解されていると判断される。

一方、画像解析結果の現地検証について質問してみたところ、地質専門家とディスカッ

ションしながらパラメータ調整を行っていること、また、画像解析結果の現地検証を地質

専門家とともに実施している、との説明が各 C/Psからあった。従って、目的は達成されて

いると判断される。

なお、この点に関しては、解析結果の信頼度を高めるために重要な作業であり、継続すべ

きと考える。

5 － 2　環境・防災分野における成果

5－ 2－ 1　背　景

本プロジェクトにて利用する ASTERデータは、資源探査のほかに、火山、植生変化、洪水状

況変化、ヒートアイランド、氷河変動等の環境モニタリングや、火山噴火、地すべり、洪水ハ

ザードマップ等の防災分野においても広く活用される。

5－ 2－ 2　調査項目

（1）当初のプロジェクト目標の「環境・ハザードマップ作成にリモートセンシングデータをど

のように利用できるか理解をする」に関して、ASTERデータの利用がどの程度行われてい
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るか。

（2）ASTERデータを使用した解析手法を C/Psが理解しているか。

5－ 2－ 3　調査結果

（1）調査項目（1）に関する調査結果は以下の通り。

本調査にて、C/Psからのプレゼンテーションがあり、以下の環境・防災関連への利用例

の説明があった。

C/Psからの発表は、地すべり解析、火山モニタリング、洪水予測、都市計画のベースマッ

プ等からなり、全体的として、リモートセンシングデータの環境・防災分野への利用を開

始し始めた段階と判断される。従って、環境・ハザードマップ作成等への発展には、解析技

術の研究によるノウハウの蓄積が必要と考える。

－地すべり地形解析（Mendoza地域）

ASTERデータを利用し、地すべり地形の抽出、過去に発生した地すべりの規模と地す

べりによりせき止められた地域の水量推定等に利用。

－火山モニタリング（Lascar、Peteroa火山など）

ASTERデータの特に熱赤外データにより、火口の高温部のモニタリングに利用。

－洪水予測（La Picasa湖地域）

ASTERの標高データや ASTERデータから推定される土地利用図（湿地帯分布の把握）

データを用いて、洪水予測モデルシミュレーションのパラメータの設定に利用。

－都市計画のベースマップ（San Ignacio）

15mメッシュの ASTERデータをベースマップとして都市計画案作成に利用。

（2）調査項目（2）に関する調査結果は以下の通り。

C/Psからのプレゼンテーションに対する質問で、データの解析手法について確認したと

ころ、目的意識を持って解析方法を選択しているとのことであった。従って、解析手法は

大筋理解していると判断される。
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第 6 章　評価結果

6 － 1　5 項目評価結果

6－ 1－ 1　妥当性

（1）プロジェクト A

以下のことから妥当性は高いといえる。

a.上位目標はアルゼンチンの国家政策に合致している。

2003 年 5 月に Néstor 市 tor Carlos Kirchner を大統領とする新政権が発足した。プロ

ジェクト開始以来 3人目の大統領である。この政権の最重要課題は失業、貧困問題に取り

組みつつ、経済を再建することにある。したがって、アルゼンチンにおいて賦存の可能性

が高いといわれる鉱物資源を開発することは現政権下においても重要な経済政策である。

そのため、SEGEMAR は鉱物資源発見のために重要な情報の収集整備や活用の推進を行っ

ている。また、本プロジェクト開始後に、政府は外国資本を含む鉱業投資の促進のため、探

鉱会社が生産中の鉱山会社と同様の付加価値税の優遇を受けられるようにした。

b.ターゲットグループの選定が適切である。（プロジェクト B を含む）

ターゲットグループは SEGEMARにおいてリモートセンシングのデータ処理を行う職

員、および、地質や環境・防災の調査を行い図面を作成する職員により構成されている。こ

のグループの中には SEGEMAR本部のみならず、地方事務所の職員も含まれており、プロ

ジェクト終了後の技術の普及を考えれば、妥当な選定であったといえる。

c.日本の援助政策に合致している。（プロジェクト Bを含む）

外務省 ODA中期計画によれば、中南米地域に対する重点課題は 5点あり、このプロジェ

要約：

[プロジェクト A ]

プロジェクトは妥当性を有している。鉱業を国の主要産業とするという国家戦略はプロ

ジェクト開始後 4年を経た今日においても変らず、今後推進される経済復興の一翼としてと

らえられる鉱業の振興はむしろ重要性を増している。この国家戦略に則った「国家地質・

テーマ図作成」は鉱物探査開発に不可欠であり、その作図の精度・効率性を高めるため、現

在技術移転中の日本が開発した ASTERデータ活用による先進的地質リモートセンシングは

妥当である。

[プロジェクト B]

プロジェクトは妥当性を有している。環境・防災政策はむしろ強化されてきている。また、

社会的ニーズも高まっている。このために多方面で ASTERデータを用いた解析やテーマ図

の作成が期待されている。
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クトはその第 1項目の経済改革努力に対する積極的な支援、および第 2項目の環境保全の

ための支援に合致している。また、SEGEMARが ASTERデータの活用に関する南米にお

ける拠点センターとしての評価を近隣諸国から受けてきていることから、第 5項目目の複

数国を対象とした人材育成・技術移転等のための広域的な協力の推進まで波及効果をおよ

ぼしていると考えられる。

また、JICAの中南米に対する重点課題は投資環境整備、地下資源の適正管理および自然

環境保全であり、これにも合致している。

d．日本の技術の比較優位性が高い。（プロジェクト Bを含む）

日本では 1980年代より LANDSAT-TMで得られたマルチバンドデータを用いた地質判

読のための画像処理に関する研究が地質調査所、旧金属鉱業事業団（現：独立行政法人石

油天然ガス・金属鉱物資源機構）、財団法人資源・環境解析センター、大学、金属鉱山会社

で行われてきており、豊富な技術が蓄積されてきている。ASTER センサーはこうした日

本の技術的な背景を基に開発されたものである。また、ASTERデータの入手が可能になっ

て以来、日本では地質のみならず環境・防災等多分野において、ASTERデータが利用さ

れ成果を上げている。

また、日本はこれまでに JICA-MMAJのプロジェクトとしてアルゼンチンのアンデス山

岳地域の金属鉱物資源調査を実施したことがあり、現地における地質情報にも詳しい。

（2）プロジェクト B

a．アルゼンチンの環境・防災国家政策に合致している。

アルゼンチンにおける環境・防災政策の重要性は本プロジェクトの期間中も変わりがな

かった。一方、国会において検討されている鉱業環境法の強化案があるように環境保護は

より促進されている。こうした状況において、テーマ図はモニタリングの有効な一手段と

して期待されている。

b．社会的なニーズが増している。

州や市町村などから IGRM に環境や防災モニタリングのための解析、テーマ図作成の要

請が増加してきている。
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6－ 1－ 2　有効性

以下のことより有効性は高いといえる。

（1）成果は達成されている。

a.機材、専門家、C/P等の配置が計画通り適切に行われた。また、C/Pの大きな変動もなかっ

た。財政的にはアルゼンチンの経済危機により、プロジェクトの全般は運営費に難渋す

ることもあったが、SEGEMARの予算を本プロジェクトに優先的に充当したこと、およ

び、一部費用の日本側による肩代わり等により、プロジェクトへの影響を最小限にとど

めることができた。したがって、「衛星データ活用体制」は確立されているといえる。

b. 各作図計画を基にした機材の利用管理計画が策定された。機材の利用管理はこの計画に

沿って実施され、専門家による利用管理状況評価もほとんどの機材がよく利用管理され

ているとなっている。また評価チームによる直接観察の結果でも利用管理上の問題が生

じていないことを確認できた。運用管理の知識技術の習得度は専門家の評価によれば画

像処理部門においては PCおよびソフトの運用は習得済みである。（ハードの管理につい

ては C/Pに技術移転を行ったものの実際の管理は C/P以外に専門職員が配置されており、

C/Pが直接管理する必要はない。）地質リモートセンシング分野においては C/Pは運用管

理技術を習得しているという評価である。また、C/Pも「ほとんど」あるいは「完全に」習

得したとアンケートおよび面接で答えている。利用管理に必要な経費の不足による障害

も発生していない。したがって、適切な「衛星データの利用、維持管理」がなされている

といえる。

c.専門家による評価によれば、フルタイム C/Pの技術、知識の習得度は担当した業務に対

する技術の習得度は高いものの、個人的には習得が不十分な項目もある。が、全般的に

は分野別に習得度の高い者が、低い者を指導または補完していけば、プロジェクト運営

は可能な段階にある。ただし、プロジェクト終了後、さらなる技術の向上のためには、数

学あるいは物理の知識を強化して、処理結果の検証・考察が行えるようになること、処

理を作業計画に基づいて実施する習慣を身につけること、作図プロジェクトのパートナー

間のコミュニケーションを十分に行うこと、日本の技術者との交流の必要性が指摘され

（要約）

[プロジェクト A および B]

プロジェクトの有効性は高い。プロジェクトの運用体制は確立され、提供された機材は適

切に利用管理され、C/Pは個々の業務に関する技術を習得しており、プロジェクト目標は質・

量ともに達成することができる。
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ている。RS部門の責任者はフルタイム C/Pは地質図作成に必要な技術は習得しているが、

鉱床生成図・環境防災等に関しては短期専門家として派遣されたことのある技術者にメー

ル等を通じて教えてもらう必要がまだ幾分かはあるとしている。C/Pの自己評価によれば、

彼等は移転された技術知識を「完全に」あるいは「ほとんど」習得しているし、専門家の

助力がなくても「ほとんど」あるいは「完全に」ASTERデータを利用した作図作業がで

きる。また、パートタイム C/Psは多人数・他専門分野にわたり、個々の技術習得度の評

価は困難であるが、LANDSAT等の画像を用いた解析の経験者が多く ASTERデータの

利用した作図作業が大いに進められていることから各専門分野における移転技術は習得

できていると専門家は判断している。C/Pの習得度には濃淡があったものの、総合的には、

この技術移転は作図作業という IGRMの実務の中で行われ、個々に与えられた課題に直

結する技術の取得が最優先されたこと、かつ、ASTERデータが大いに作図に活用された

ことから、C/Pは「必要な技術」を習得しているといえる。

（2）プロジェクト目標は達成される。（6－ 2　目標達成度で詳述）

（3）アウトプットのプロジェクト目標達成に対する貢献度は大きい。

a. プロジェクトの運営体制において、人材の配置面で、日本側が懸念したのはフルタイム

C/Pが契約職員ということであった。しかしながら、アルゼンチン側の真摯な対応により、

パートタイム C/Pの 1名が自己都合退職したのみで C/Pは本プロジェクトをまっとうで

きた。また、予算面においては、アルゼンチンの経済危機の影響でプロジェクトの運営

が非常に苦しい状況に陥ったが、SEGEMARは配分された資金を優先的に本プロジェク

トに充当、一部日本側の肩代わりもあり、最終的にはプロジェクト目標の達成に大きな

影響を与えることはなかった。

b. 専門家および C/P自身の評価によれば、C/Pによる利用管理が可能になり、ASTERデー

タの解析、イメージ画像の作成、現地調査に活用され、作図作業に貢献している。

c-1．プロジェクト Aにおいて、C/Pは移転された技術を習得し、その技術を、画像処理、現

場調査、地質解釈、各人に与えられた作図作業において実践した。作成された、あるいは

作成中の地質図、テーマ図に関して IGRM幹部、専門家、C/P自身による評価は C/Ps の

技術習得度は作図作業に十分対応できるレベルであったというものである。したがって、

C/Pの技術習得度の高さはプロジェクト目標達成に貢献している。

c-2．プロジェクト Bにおいては、プロジェクト目標は ASTERデータの環境・防災に対す

る有用性の理解であり、この点に関しては SEGEMAR幹部および C/Pに対するアンケー

ト、インタビューにおいて、紹介された技術はアルゼンチンの抱えている環境・防災に
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有効であることが確認されている。すでに SEGEMARにおいて開始されているテーマ図

の作成に本プロジェクトの C/Pが配置されている。

d. セミナー、ワークショップは 4－ 2で述べたように積極的に開催された。また、学会等

を通じても SEGEMARは ASTERデータの普及に関するキャンペーンを展開した。この

結果、ANNEX10のように鉱山会社や探鉱会社等の実務のための画像注文件数が 33件、

研究用画像の注文が 17件あった。このことから関係者や、ユーザーの理解を得ることに

セミナー等が貢献したといえる。

（4）プロジェクトを阻害する要因は存在したが、自助努力により大きな影響を回避することが

できた。

a. すでに述べたようにアルゼンチンの経済危機により、ローカルコストの支払いが困難に

なったが、日亜の措置により、大きな影響を回避できた。

b. 外部条件である C/Pの定着に関わる問題は発生しなかった。

6－ 1－ 3　効率性

以下のことより効率性は高いといえる。

（1）専門家の派遣人数、専門分野、派遣時期は適切であった。

長期専門家の派遣人数、専門分野は当初計画通りであった。配置された長期専門家は、専

門分野に関して豊富な知識、技術経験を有する人材の中から選ばれている。なお、地質リ

モートセンシングの交代時に 3か月弱の空席期間があったが、この時期は短期専門家によ

る研修が継続的に行われており技術移転への影響はなかった。

短期専門家の派遣も当初計画に則り実施された。すなわち、ソフトウェアの組込みおよ

び使用法の研修、先進的リモートセンシング技術の紹介、画像処理技術および地質リモー

（要約）

[プロジェクト A、B]

プロジェクトの効率性は高い。配置された C/P、専門家の投入のタイミングは適切で、そ

の資質は秀でており、真摯にプロジェクトの課題に取り組んだ。また供与された機材はプロ

ジェクトの運営に適切な質・量であり、ほとんどがプロジェクトにおいて活用されている。

これらが成果の達成に貢献している。ただしプロジェクト初期においてはパソコンの入荷遅

れ、インターネットの設置遅れ等、タイミング上の問題を生じた。また、2002年まではア

ルゼンチンの経済危機に起因するローカルコスト上の困難があった。こうした問題は現在で

は解消されている。
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トセンシング分野における長期専門家の補完、環境・防災分野におけるリモートセンシン

グ技術活用の紹介および講義・実技・現地調査が行われた。派遣のタイミングについては、

技術移転の進行を吟味しながら実施された。短期専門家として多くの ASTER利用開発技術

者が来亜しており、長期専門家は、世界のトップクラスによる ASTER利用技術講座であっ

たと評している。IGRM幹部は短期専門家による研修は有益であったと評価している。一方、

長期専門家および IGRM幹部から研修期間が短かったとの声もあった。

（2）供与機材の種類、量は適切であった。

供与機材の種類、量は当初計画通りであった。また、購入に当たっては JICAと長期専門

家の間で、性能および価格が十分精査されている。現在、供与された総ての機器がフル稼

働の状態であり、質・量ともに適切であったことが実証されている。（ただしソフトの中に

はプロジェクトの進展により改良が進み、その機能を終えたものがある。）

設置のタイミングに関しては、日本から出荷されたパソコン 4台の入荷が 3か月遅れ、プ

ロジェクト活動の遅延を生じたが、その後、活動の見直しが行われ、現在ではその影響は

解消されている。

（3）C/P研修の受入人数、分野、研修内容、期間、受入時期は適切であった。

C/P研修の人数、期間は量的には計画の上限近く充てられた。また、研修期間や研修内容

に関しては双方の間で十分な検討が行われ、各 C/Pの業務に沿うように工夫された。研修

を受けた C/Pのほとんどがアンケートに研修期間は適当で、研修内容には満足しており、か

つ、業務に有益であったと回答している。他方、研修期間が短いとの意見もあった。

（4）C/Pの人数、配置状況、能力は適切であった。

C/Pはプロジェクトの進行とともに増加し、現在ではフルタイム C/Pおよびパートタイ

ム C/Pともに当初計画を上回る人員が配置されている。また、総ての C/Pはそれぞれの職

務において直接作図作業に関わっている者である。さらに SEGEMAR本部のみならず、地

方事務所の職員で構成されており、今後の技術の普及に好ましい配置であると考えられる。

長期専門家はフルタイム C/Pにはリモートセンシングや地質調査の未経験者も含まれてい

たが、全員が積極的にプロジェクトに参加し、一人前の技術者に成長したと評価している。

また、パートタイム C/Pに関しても、その分野における優秀な人材であると評価している。

C/Pは SEGEMARが主催するセミナーやワークショップ、外部の学会やシンポジウムに

おいて ASTERデータ利用に関する紹介や技術移転の成果について報告を行っている。こう

した活動に対する評価として SEGEMAR幹部は中間評価時に C/Pの技術向上が予想以上で
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あったと評した。今回、IGRM幹部は驚くほどの進歩であったと評した。また、第 5回目の

セミナーにおける C/Pの講演に対して長期専門家（チーフアドバイザー）は立派な専門家に

なってきたと評価している。こうしたことから、C/Pはその資質に加え、プロジェクトへの

取組みも優秀であったと評価できる。ただ、中間評価時においても C/Pの中に数学・物理

学分野の職員の必要性が指摘されたが、環境分野の短期専門家によっても同様のことが指

摘されている。

（5）現在では建物・施設の質、規模、利便性に問題は生じていない。（プロジェクト初期にお

いてインターネットの不備による活動の阻害があった。）

プロジェクトの初期においてはインターネットの設置遅れ、不備により、活動への悪影

響があったが、現在では解消されている。

（6）比較できる類似案件はアルゼンチンにはない。

a. 日本側としては類似案件として SEGEMARにおける LANDSATシステムを想定してい

たが、これは世銀の PASMAプロジェクトの一環として供与されたものであり、リモー

トセンシング部門の総コストは明らかにされていない。

b. IGRM幹部は、図面 1枚あたりのコストは把握していないが、作図コストはあまり変わ

らない、むしろ、図面の質が向上したことにメリットを見出している。将来、DEMの活

用が増加し、かつ地質解釈の知見が増加していけば、調査費用の節減で、ユニットコス

ト減が図れるであろう。

6－ 1－ 4　インパクト

以下のことから正のインパクトは大きいといえる。

（1）上位目標は、財政が強化されれば、プロジェクト A、Bともに達成される見込みが高い。

（要約）

[プロジェクト A、B]

正のインパクトは極めて大きいといえる。鉱物資源開発、石油開発、環境、森林といった

多くの分野において ASTERデータの利用に関心がもたれ、画像の注文を受けるようになっ

てきた。また、カナダ地質調査所がアンデス地域国家の地球科学研究を支援するMAP-GAC

において ASTERデータを使用する方針が出されたように、インパクトは近隣諸国にまで及

んでいる。
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①プロジェクトで予定された枚数を上回る作図作業が現在進行中である。また、プロジェ

クト終了後の作図地域は計画済みである。

a．SEGEMARは ASTERデータを使用することで著しく発展が期待される作図プロジェ

クトを検討し、200以上を選定した（ANNEX11参照）。本プロジェクトに位置づけら

れた 10の作図プロジェクトを除き、地質図の 6プロジェクト、鉱床生成図の 1プロジェ

クト、環境・防災テーマ図 6プロジェクトが開始されている。また次のプロジェクト

として 11（ANNEX12参照）が決定されており、その後の 10プロジェクトも近々選定

される予定である。したがって、現時点においてもアルゼンチンをカバーする地質図

テーマ図は増えているといえる。

b．SEGEMARは法 24224により、継続的な長期計画の策定を義務付けられている。これ

によって人員、機材等の計画が作成され、長期的な財務計画が算定される。

c．財務の強化は不透明である。

SEGEMARによれば、プロジェクト終了後の 2005年からは一般経費を支援する準備

はできているとのことである。また、第三者からの注文で得られた収入はプロジェク

ト経費（RS＆ GISの 2004年予算 231千ペソのうち 80千ペソが第三者サービスによる

収入、2005年予算案は総額 232千ペソのうち 60千ペソがサービス収入である）に充

てることで、機器の維持管理および外部への普及活動への財源が確保されるとしてい

る。機械の更新費用は 2004年予算には入っていない。また、2005年は申請してはい

るが確保できていない。ASTERデータの購入は IGRMの作図費用として手当てされ

る。SEGEMAR幹部は長期的には財政状況は好転していくとは感じられるものの、膨

大な債務をどのように処理するかといったことを含めた政府の戦略が決定されていな

いので、将来的には懸念があると述べている。また SEGEMAR の活動を円滑にするた

めには政府の支出手続き制度の見直しが必要であるとも述べている。

② ANNEX11によれば、新たに 10万分の 1の地質図、25万分の 1の鉱物資源図、各種の環

境・防災テーマ図の作成が検討されており、テーマ図の種類は増えると考えられる。

③処理画像、地質図、テーマ図はユーザーが容易に入手できるような体制が整備されてい

る。

作成済みの地質図テーマ図のユーザーに対する頒布はプロジェクト開始前より確立さ

れている。画像処理の受託価格については 2002年 8月に決定されている。このようなサー

ビスの手順等に関しては SEGEMARのホームページ上で紹介されている。
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（2）ASTERデータは各方面で関心をよび、SEGEMARは注文や問合せを多数受けており、極

めて大きな波及効果があった。

①鉱山会社や地質業者から下記の注文や問合せがあった。

リオチント社、アングロゴールド、BHPバリトン、バリック等の世界規模の鉱山会社や

石油会社、地質コンサルタント、旧金属鉱業事業団、大学等から処理画像の注文を受けて

いる。

②環境に関するユーザーから下記の注文があった。

環境関連会社、国立水研究所（INA）、他の JICAプロジェクト、大学等から、環境、森林

に関する画像の注文が 5件あった。

③研究を目的とした注文が大学や研究所から 17件あった。

④ ASTERデータが広く南米諸国の地球科学研究に使用される方針が決まった。

MAP-GACはカナダ地質調査所の支援の下にカナダの他にベネズエラ、エクアドル、コ

ロンビア、ペルー、ボリビア、チリ、アルゼンチンの 8か国が参加しているアンデスの生

活環境および地球科学の研究プロジェクト（期間 2001年から 2007年）である。2003年 6月

MAP-GAC の Santiago 会議で本プロジェクトの Dr. Graciela Marín（Acting Director of

Remote Sensing and GIS Division）が行った ASTERに関する講演で多くの参加者が AS-

TERデータに関心を寄せ、その後、MAP-GACは ASTERデータを使用する方針を打ち出

した。このことから ASTERデータの利用に関する MAP-GACとの共同事業が 5年間にわ

たって展開されることになった。

現在、コロンビア、チリ、ペルー、ボリビア、エクアドルの地質調査所から合計 120シー

ン以上の画像の注文がなされている。

（3）インパクト発現に対するプロジェクトの貢献は大である。

上記の波及効果はプロジェクトが主催したセミナーやワークショップや外部での学会、シ

ンポジウムで行った広報活動および成果報告により生じたもので、プロジェクトの貢献度

は大きい。

また、他官庁や研究機関との連携（共同事業化）、役割分担等に関しては、Neuquenおよ

びMendoza州、連邦政府機関（INA、INTA）と共同出資ベースで事業を実施しようという

いくつかの提案がある。いずれの提案でも SEGEMARは画像および解釈の提供を行う予定

である。
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（4）SEGEMARがプロジェクトへの財政支援を優先的に行ったものの、SEGEMARの他のプ

ロジェクト活動が遅延することはなかった。

6－ 1－ 5　自立発展性

以下の点から、プロジェクトの財政基盤が強化されれば、自立発展性は高いといえる。

（1）上位目標は、財務基盤が強化されれば、プロジェクト A、Bともに達成される見込みが高

い。この点に関してはインパクトの項で述べた。

（2）政策支援の継続が期待できる。

妥当性のところで述べたように鉱業推進は経済復興の重要政策である。また、環境・防災

政策は強化されてきており、社会的ニーズも高まっている。そのため、鉱物資源探査や環

境・災害モニタリングに必要な地質図およびテーマ図の作成はますます重要性を帯びてく

る。

（3）ユーザーの地質図、テーマ図に対する期待は大きい。

a．表 6－ 1にアルゼンチンにおける探鉱試錘総延長と活動中の外資系探鉱会社数を示す。

表 6－ 1

プロジェクトが開始されてから昨年までは金属や化石燃料の価格は低迷していた。し

たがって、全世界における鉱物資源の探鉱活動は停滞気味であったが、世界の鉱業状況

調査の権威である米国地質調査所の報告では、アルゼンチンにおける探鉱活動は相対的

（要約）

[プロジェクト A、B]

自立発展性はプロジェクトの財政基盤が強化されれば高い。

すでに上位目標達成に向けて活動は展開されている。また、アルゼンチンにおける新規鉱

物探査活動も今後活発化する期待も持て、探鉱活動の効率化のためにも先進的リモートセン

シングを活用した地質図やテーマ図に対するユーザーの要求は高い。環境や防災のモニタリ

ングにおける ASTERデータの活用についてもユーザーの期待が大きい。

プロジェクト終了後に事業を運営するのに十分な資金が手当てされるかについては、状況

が好転してきていることは確かではあるが今後の見通しが立てにくい。
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に活発であったとされている。特に、アンデス山地や山麓において探鉱が行われている。

今年は金属や化石燃料の価格が高騰した。現在の供給が逼迫した状況はしばらく継続す

るであろうという見方が強いが、とすれば、収益の改善した鉱山会社が豊富な鉱物資源

が賦存するアルゼンチンの新規探鉱に着目する可能性は高い。（すでに今年に入ってから

大規模な 2探鉱プロジェクトが開始され、そのうちの Sun Juan州の Veladeroプロジェ

クトはアルゼンチンにおける本年の最高投資案件であった。）また、ペソ安状況下で輸出

用工業原料鉱物の開発も進められている。したがって、探鉱活動の省力化（絞込み）のた

めに、SEGEMAR作成の地質図、テーマ図に対する期待がいっそう高くなる。

b．環境・防災分野においても ASTERの有効性がユーザーに認識され始め、国立水研究所

（INA）や Neuquenおよび Mendoza州、Variloche、San Ignacio、Comodoro Rivadavia

といった地方自治体、大学、地質コンサルタントが ASTERデータの利用を開始してい

る。

（4）運営管理の能力は備わっている。

a. SEGEMARの各部門の機能に基づいて、各部門における作図プロジェクトの計画が作成

され、運営管理体制もそれに対応して計画されている。

b.プロジェクトの継続・発展、移転された技術の普及には C/Pの定着は極めて重要である。

特に、このプロジェクトの C/Pの核であった R/S＆ GISの契約職員の雇用確保が肝要で

あるが、フルタイム C/Pは全員「プロジェクト終了後も SEGEMARにおいて現在の仕事

を継続したい」とアンケートに答えている。

（5） 財務状況は改善されてきている。

投入の項で述べているが、2002 年まではアルゼンチンの経済危機の影響でプロジェクト

の財務状況は困難を極めたが、2003年以降は改善されてきている。ただ、プロジェクト終

了後に、必要な ASTERデータを購入し、かつ、必要機材の更新、増強が可能なまでに回復

できるかに関しては長期専門家や SEGEMAR幹部の中にも疑問視する向きもある。また、

改善されつつあるものの、外貨の支払いに困難を伴うこともある。

（6）自ら資金を創出し、上位目標を達成に導く方法は検討されている。

すでに画像処理等のサービスが有料化されており、その価格体系も完成している。鉱山

会社や石油会社からの画像作成要求も増加してきている。また、MAP-GAC参加国の地質調

査所はカナダの財政援助を受け ASTERを注文できることになった。そのため、南米各国か

らのデータ処理の注文が増加している。チリのリオチントのように ASTERシステムの導入
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を検討している組織もあり、その要請で画像処理実技のセミナーも開催している。

SEGEMARは、こうした第三者からの注文により得られた収入をプロジェクト経費に充当

することにしている。ちなみに 2004 年予算の総額の 1/3 強はこの外部サービスで賄われる

ようになっており、今年度は、すでに機材の修理費として 1,200ペソの支払いに充当されて

いる。長期的にも第三者サービスによる収入は全費用のうちの 15～ 30％を見込んでおり、

これは機材のメンテナンス、更新に充てられる他、一般経費や外部への普及活動にも活用

するように計画している。

6 － 2　目標達成度

6－ 2－ 1　プロジェクト A

（1）作図状況（合同評価報告書 ANNEX9参照）

PDMの指標である 10 万分の 1地質図 8枚は 9月末現在、完成しているものが 5枚（Sierra

de  Agui lar ,  Cerro  Abanico ,  Famat ina ,  Las  Pampas-Cerro  Stephen ,  Mendoza  River

Middle Basin）、残りの 3枚（Andalgala, Ganzu Lauquen, Sañogasta）は作成中である。こ

の 8枚の地質図作成はプロジェクト期間中に完了の予定である。また、新たに 6枚の地質図

作成作業も進行中で、この作業にも C/Pが配置されている。

2枚の鉱床生成図に関しては、1枚（Farallón Negro）は 2003年 7月に完成しており、他

（Maliman）は 2004（暦）年中に完成の見込みである。また、新たに 1枚の鉱床生成図作成

作業も進行中で、この作業にも C/Pが配置されている。

（2）図面の精度

中間評価において、従来から使用している LANDSATデータより精度が高いこと、地質

的には地質構造のみならず岩種や変質鉱物が確認できる、Farallón　Negroの詳細地質図作

成作業において過去に知られていなかった地質情報を得ていることが明らかにされている。

さらに今回の調査においても地質図の作成でバンドの組合せにより岩質を把握できるこ

と、また、リニアメントや変質帯が把握できることが確認された。鉱床生成図等のテーマ

図作成においても岩層の区分や構造の把握に適していることが確認された。Calingasta地

域において新しい熱水変質作用区域を発見することができた。熱水変質の確認、分類は鉱

物賦存可能性評価において優先度の高い区域を選定するのに有効である。また、工業原料

鉱物地図、特に粘土鉱物に役立つことが確認された。このように精度の点で評価されてい

る。
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（3）作図作業の効率化

中間評価においては、国土が広いために、構造物が記載されている地形図がアルゼンチ

ンに乏しいため、DEMを用いることで、地形図作成が効率的になる、と評価されていた。今

回調査においては作図工程においても有効であるとともに試料採取箇所の選定にも有効で

あることが確認されている。

 10万分の 1の図面に関して ASTERデータは極めて有益であり、その効率的かつ確実な

情報を基にあらたな地質調査計画の着手が可能であることも確認されている。

（4）C/Pの技術的独立（特にフルタイム C/Pに関して）

専門家の評価によれば、現在与えられているものと同質の業務であれば、技術的独立は

可能であるとしている。

C/Pも自信を有している。このことから、C/Pは個々の分野を自力で遂行できるといえる。

（5）以上の 4 項目から、まず 10 枚の図面はプロジェクト中での完成が確実になってきており、

図面の精度が高く、新たな情報の把握も確認されていること、効率性が確認できたことで、

プロジェクト目標の指標はクリアされる。また、C/Pがプロジェクト終了後は自力で各々の

担当分野を遂行できることから、プロジェクト目標は達成されたといえる。

6－ 2－ 2　プロジェクト B

プロジェクト Bに関しては主として短期専門家により土地利用・植生・土壌等の環境解析、洪

水や地すべりの解析・海岸線・干ばつ・火山のモニタリングの技術移転が行われた。すでに IGRM

においては環境・防災に関する 4 つのテーマ図（火山のモニタリング（Lascar ,  San  Jose ,

Tupungatito ,  Peteroa,  Copahue）、Mendoza River  Middle  Basin,  San Carlos de Bariocne

area, 洪水（La Picasa））作成作業が開始されており、IGRM幹部および C/Pによれば、C/Pはこ

の作図作業における各々の担当分野で移転された技術を活用している。

したがって、プロジェクト目標である「ASTERデータ利用の理解」は達成されると評価する。

6 － 3　実施プロセスの特記事項

（1）本プロジェクトの特徴は活動が IGRMの主な事業の一つである地質図作成の実作業の一環

として行われたことである。したがって技術移転は広範な知識習得のためのケース・スタディ

ではなく、個々固有の課題の検討という実践的な面から展開されていった。このため、C/Pの担

当範囲内における技術の習得度は総体的に高かった。
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（2）機材、施設の供与

機材の供与に関しては当初日本で購入したパソコンの到着が約 3か月遅れたこと、またア

ルゼンチン側提供予定のインターネットの設置遅れがあった。しかし、こうした事態は中間

評価の時点で解消されていた。プロジェクトに必要な容量のインターネット回線を省内に分

線したために送受信に支障をきたす不備や、高速分光放射計 GER3700の故障修理も発生した

が、最終的にはプロジェクト活動への影響は小さかった。

（3）ローカルコスト

2001年 10 月以降、アルゼンチンの経済危機の影響で、アルゼンチン側はローカルコストの

支払いに困難が生じた。しかし SEGEMARが他のプロジェクトに優先して本プロジェクトの

作図作業経費を充当したこと、一部経費を日本側が充当する等、双方の努力により、プロジェ

クトは悪影響を最小限にとどめることができた。また、経済危機は現在緩和され、例えば 2004

年のローカルコストは 2003年の 1.5倍の予算が計上される等、大きく改善されてきている。

（4）コミュニケーション

プロジェクトの初年度においては文化の違いから生じるコミュニケーション不足もあった

が、ミーティングを開くことなどで理解を深めることができた。C/Pに対するアンケートでは

専門家とコミュニケーションが少ないというのが 1 件あるのみで他は良好と答えている。

IGRM幹部は細かい行き違いはあるが、全体的にはコミュニケーションは良好であるとコメ

ントしている。定期的な会合等はもたれてはいないものの、専門家と C/Pのコミュニケーショ

ンは良好であった。

なお、SEGEMARは短期専門家を派遣した日本の一研究所との間で技術交流の協定を結ん

でおり、C/Pに対する継続的な技術支援・助言が約束されている。

（5）モニタリング

モニタリングは各年 1回（2002年 9月、2003年 11月）に実施された。その結果は合同調整

委員会（毎年 1回。2001年 5月、2002年 4月、2003年 5月、2004年 8月開催）において報告

された。また、専門家による各 C/Pの技術習得に関する評価は C/Pとの面接で C/Pの自己評

価と対比した検討がなされ、その後の課題が設定されている。したがって、モニタリングは

うまく機能しているといえる。

（6）相手国実施機関のオーナーシップ

苦しい財政下にあってローカルコストを本プロジェクトに優先的に充当した。また、C/Pの
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ほとんどは契約社員であるが、フルタイム C/Pがプロジェクト期間解雇されなかったこと等、

プロジェクトの責任者は本プロジェクトを積極的に運営した。

（7）外部条件

経済危機を除けば、本プロジェクトに悪影響を及ぼした外部条件はなかった。
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第 7 章　結　論

7 － 1　結　論

先進的リモートセンシングの活用による地質図およびテーマ図の作成を目的とするこのプロジェ

クトは、国家政策と実施機関（IGRM）の強いニーズに応えて実施された。地質分野においては

IGRMが ASTERデータを活用した地質図・テーマ図を作成できるようになり、すでに当初計画を

上回る 17の作図プロジェクトが進行中でうち 10枚以上の地質図、テーマ図がプロジェクト終了

までに作成される見通しである。環境防災分野においても IGRMは ASTERデータのこの分野に

おける活用を理解し、すでに 6件のプロジェクトに適用している。こうしたことからこのプロジェ

クトの有効性は高い。

貢献要因としては、ほぼ計画通りに実施された活動に加え、次のことがあげられる。

（1）実施機関が本プロジェクトを最優先したこと。

（2）研修が、日常業務である地質図・テーマ図の作成を通じて行われたこと。

（3）提供された ASTERデータが最新の技術であり、かつ、精度の高さが実作業を通じて実証さ

れたこと。

（4）長期・短期専門家に ASTERデータ利用技術の第一人者を配置できたこと。

（5）フルタイム C/P が真剣かつ積極的に活動に取り組んだこと。

（6）モニタリングが良く機能し、モニタリング結果が活動に反映されたこと。

評価 5項目の中で特筆すべきはインパクトの大きさである。これは SEGEMARのセミナー、学

会、シンポジウムあるいはデータ処理研修といった外部に対する広報活動に熱心に取り組んだ成

果であり、その結果として、プロジェクト終了後、第三者に対するサービスで資金を創生するこ

とを可能にすることができた。

一方、自立発展性については、財務面について懸念がある。今後アルゼンチンをカバーする地

質図・テーマ図を作成するにはさらに 1,000シーン以上のデータの購入が必要である。また、本プ

ロジェクトで使用されている PC等の機材の耐用年数は 3年から 5年程度とされているため、更新

が必要である。SEGEMAR は第三者に対するサービスの提供で機材の補修・更新費用を捻出しよ

うとしており、その収入は全経費の 15～ 30％程度とみている。現在機材および C/Pがフル稼働の

状況からすれば、現状設備のままでこれ以上の事業収入は難しいと考える。事業収入を増すとす

プロジェクト目標は達成される。また国内外のユーザーに大きな波状効果を及ぼすことがで

きた。自立発展のための長期計画も策定され、すでに上位目標達成に向けて大きく前進してい

る。このプロジェクトの自立発展性のために残された課題は、政府から支給されるプロジェク

ト活動維持強化財源の確保である。
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れば施設、設備・人員の増強が必要である。また、作図作業をより効率的に行うためには、他局

の地質専門家への処理技術の普及、そのための設備の増強が必要になると考えられる。こうした

事業定着拡大のための財源を政府が負担できるか否かが、ASTERデータ活用および最新のリモー

トセンシング施設開発にかかわる重要問題である。主要な必要機材はすべて輸入品であり、外貨

不足の政府がこれに対応できるかも懸念される。

7 － 2　提　言

（1）結論で述べたように本プロジェクトが自立発展するには SEGEMAR自身の努力に加え、施

設・機材に対する政府の財政支援が必要である。将来の活動を円滑に行うためには、以下の 4

点が重要であると判断する。

a.政府に対する財政支援の要請

b.一般国民に対する広報活動

c.経費支出手続きの迅速化

d.画像データの円滑な購入、迅速な衛星データの準備、素早い処理、および敏速なプロダ

クツデータの提供

具体策として以下のことが提言される。

地質分野においては ASTERの質・精度の高さが実証されてきており、これを用いた地質図

やテーマ図が、天然資源（鉱物、石油、地下水、森林、土壌、他）探査活動に有益であること

を、より政府に知らしめる必要がある。

環境面に関しては法律化・制度化が展開中であり、潜在的なチャンスがある分野である。す

なわち、現在のところ、官庁間等で連携した環境防災システムは構築されていない。したがっ

て、充実した画像解析装置を有する SEGEMARが中心となり、環境・防災の画像解析センター

として機能できる可能性があるとも考えられる。国家財政面からもこの方法が効率的である。

プロジェクトの自立発展性を堅固なものにするためには、以下の点が提言として挙げられる。

（1）現在行われている自主財源創生のための第三者サービス強化に加え、天然資源（鉱物、石

油、地下水、森林、土壌、他）探査分野および環境防災分野での先進的リモートセンシン

グの有効性を政府にさらに認識させること。また、鉱物・石油・地下水・森林・土壌・そ

の他の分野において関係する他の省庁や州と緊密な協力のもとに、リモートセンシングの

作業グループを画像処理・解釈・研修の先進的拠点センターとして強化すること。

（2）C/Pは日本の専門家から技術交流・助言が得られるように連絡を取り合い、研鑽を積む

こと。

（3）プロジェクト終了後、JICA アルゼンチン事務所へ継続的に SEGEMARの最新の状況を

連絡し、必要があれば支援を要請すること。
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このためには、マスコミを利用した一般国民に対する広報活動が有効である。

（2）C/Pは移転された技術を習得しており、日常業務をこなせるようになっているが、ASTER利

用技術は日進月歩であり、C/Pには日本の専門家から技術交流・助言が得られるように連絡を

取り合い、研鑽を積むことを勧めたい。

（3）プロジェクト終了後、JICAアルゼンチン事務所へ継続的に SEGEMARの最新の状況を連絡

し、必要があれば支援を要請することを勧める。

7 － 3　教　訓

技術移転は以下のように実施され、良好な結果を収めた。

最初に、プロジェクト開始に先立ち日亜間でプロジェクトのコンセプトに関し徹底的な検討が

なされた。これにより、SEGEMAR幹部はプロジェクトのコンセプトを十分に理解し、技術移転

に関する計画を策定し、C/Pに周知させた。このことで C/Pはやるべきことを明確にされた。

技術移転は C/Pが日常業務の中で生じた問題に対し、専門家が実践的な解決法を助言するとい

う方式で行われた。この方法で C/Pは ASTERデータへの関心を強め、技術向上意欲も高まった。

また、SEGEMARで長期作図計画が策定されていることも C/Pが業務に専念することに寄与して

いる。

なお、ASTERデータの有効性、C/Pの優秀さ、専門家と C/Pの良好な関係、実施機関のオーナー

シップが秀でていたことも付記しておく。

初期段階における真摯な検討を通じて関係者が、プロジェクトコンセプトを十分理解し、日常

業務を通じて実施した本技術移転は他のプロジェクトが参考とするに値する。



付　属　資　料

協議議事録（Minutes of Meeting）
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